
参考資料１

187

注１：精査等により、現状の対象数（母数）が目標指標と異なっているもの。

Ⅰ　地震・津波から命を守る

　１　建築物等の耐震化を進めます

(１)　住宅等の耐震化

№ アクション名 目標指標
数値
目標

達成
時期

2019年度末
実績

2019年度末
進捗状況

備考 担当局課

1 住宅の耐震化の促進 住宅の耐震化率 95% 2020年度末
89.3%

（2018年10月実績）
B

くらし・環境部
建築安全推進課

2 家庭内の地震対策の促進 家具類を固定している県民の割合 100% 2022年度末 77.2% B
危機管理部
危機情報課

3 建築物の耐震性の確保
第4次地震被害想定を踏まえた静岡
県建築構造設計指針の改訂

100% 2014年度末 100% S
くらし・環境部
建築安全推進課

(２)　公共建築物等の耐震化

№ アクション名 目標指標
数値
目標

達成
時期

2019年度末
実績

2019年度末
進捗状況

備考 担当局課

4
市町有公共建築物の耐震
性能の表示

市町有公共建築物の耐震性能の表示
の実施率（全35市町）

100% 2016年度末 100% S
危機管理部
危機情報課

5
市町有公共建築物の耐震
化計画策定の促進

市町有公共建築物の耐震化計画の策
定率（全35市町）

100% 2016年度末 100% S
危機管理部
危機情報課

6
公立学校の校（園）舎・
体育館等の耐震化の促進

市町立幼稚園の園舎等、小中学校の
校舎・体育館等の耐震化率

それぞれ
100%

2020年度末
幼稚園　99.3％

小中学校　99.8％
B

教育委員会事務局
教育施設課

7
私立学校の校（園）舎・
体育館等の耐震化の促進

私立幼稚園の園舎等、小中高等学校
の校舎・体育館等、専修学校の校
舎・体育館等の耐震化率

それぞれ
100%

2020年度末
幼稚園96.2%
小中高94.5%
専修93.2%

B
スポーツ・文化観光部

私学振興課

8
病院の耐震化の促進（災
害拠点病院）

病院機能を維持するために必要な全
ての施設が耐震化された災害拠点病
院（19病院）の割合

100% 2013年度末 100% S
健康福祉部
地域医療課

9
病院の耐震化の促進（精
神科病院）

精神科病院における耐震化率 100% 2022年度末 96.7% B
健康福祉部
障害福祉課

2019年度末進捗状況一覧

Ａ…計画を前倒しして進捗している
（年次計画比で概ね30%以上の進捗であるもの） 
Ｂ…計画どおり進捗している
（年次計画比で概ね±30%の範囲内で進捗しているもの） 
Ｃ…目標の達成が遅れている
（年次計画比で概ね－30%以下の進捗であるもの）

計

Ｓ…目標達成（完了） 73

6

104

4
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参考資料１

№ アクション名 目標指標
数値
目標

達成
時期

2019年度末
実績

2019年度末
進捗状況

備考 担当局課

10
児童福祉施設（保育所、
幼保連携型認定こども
園）の耐震化の促進

児童福祉施設（保育所、幼保連携型
認定こども園）の耐震化率

100% 2022年度末 98.2% B
健康福祉部

こども未来課

11
児童福祉施設（入所施
設）及び婦人保護施設の
耐震化の促進

児童福祉施設（入所施設）及び婦人
保護施設（24施設）の耐震化率

100% 2022年度末 95.8% B
健康福祉部

こども家庭課

12
老人福祉施設の耐震化の
促進

老人福祉施設（146施設）の耐震
化率

100% 2015年度末 100% S
健康福祉部
介護保険課

13
特定建築物の耐震化の促
進

耐震改修促進法に基づく特定建築物
（13,360棟）の耐震化率

95% 2020年度末 93.2% B 注１
くらし・環境部
建築安全推進課

14
大規模建築物の耐震化の
促進

建築物の耐震改修の促進に係る法律
に基づく要緊急安全確認大規模建築
物（395施設）の耐震診断の実施
率

100% 2015年度末 100% S
くらし・環境部
建築安全推進課

15
県有建築物等の吊り天井
脱落防止対策の推進

特定天井を有する施設における対策
の実施率

100% 2022年度末 45.0% B
交通基盤部
営繕企画課

各施設管理所管課

16
民間及び市町有大規模建
築物の天井脱落対策の促
進

固定客席を有する建築物等の特定天
井の対策実施率

70% 2022年度末 56.4% B
くらし・環境部
建築安全推進課

17
建築物のエレベータの防
災対策の促進

エレベータの閉じ込め防止装置の設
置率

40% 2022年度末 36.1% B
くらし・環境部
建築安全推進課

180
県有施設のブロック塀等
の安全性確保

安全性を確保できていないブロック
塀等（5,200m）の撤去又は改善
した延長の率

100% 2019年度末 100% S
危機管理部
危機政策課

181
市町有施設のブロック塀
等の安全性確保

安全性を確保できていないブロック
塀等への対策が完了した市町数の率

100% 2019年度末 88.6% C
危機管理部
危機政策課

(３)　公共構造物等の耐震化

№ アクション名 目標指標
数値
目標

達成
時期

2019年度末
実績

2019年度末
進捗状況

備考 担当局課

18 県管理橋梁の耐震対策
重要路線等にある橋梁(約570橋)の
耐震化率

100% 2022年度末 76.2% B
交通基盤部
道路整備課

19
市町管理JR東海道本線
跨線橋の耐震化の促進

市町管理のJR東海道本線跨線橋
（29橋）の耐震化率

100% 2022年度末 86.7% B
交通基盤部
道路整備課

20
工業用水道・水道の施設
の耐震化

工業用水道・水道の浄水場管理棟や
水管橋などの基幹施設（138施
設）の耐震化率

95% 2022年度末 89.9% B
企業局

水道企画課

21 下水道施設の耐震化
流域下水処理場（28棟）の耐震化
率

100% 2022年度末 82.1% B
交通基盤部
生活排水課

22 農業用施設の耐震化
農業水利施設、農業用ため池、排水
機場、湖岸堤防（362箇所）の耐
震化率

100% 2022年度末 73.2% B
経済産業部
農地整備課
農地保全課
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参考資料１

　２　命を守るための施設等を整備します

　 (１)  津波を防ぐ施設の整備

№ アクション名 目標指標
数値
目標

達成
時期

2019年度末
実績

2019年度末
進捗状況

備考 担当局課

23
地域の合意形成に基づく
津波対策施設（海岸）の
高さの整備

レベル１津波に対し防護が必要な海
岸（290.8km）のうち、合意され
た高さを満たす海岸堤防の整備率

68% 2022年度末 70.1% S

河川海岸整備課
港湾整備課
漁港整備課
農地保全課

24
地域の合意形成に基づく
津波対策施設（河川）の
高さの整備

レベル１津波に対し防護が必要な河
川（91河川）のうち、合意された
高さを満たす河川（堤防、水門）の
整備率

36% 2022年度末 37.4% S
交通基盤部

河川海岸整備課

25
津波到達までに閉鎖可能
な津波対策施設の整備

津波到達までに閉鎖可能な津波対策
施設(628基)の整備率（水門・陸閘
の自動化・遠隔化等）

80% 2022年度末 75.5% B

河川海岸整備課
港湾整備課
漁港整備課
農地保全課

26
地域の合意形成に基づく
津波対策施設（海岸）の
耐震化

レベル１津波に対し防護が必要な海
岸（290.8㎞）のうち、耐震性を
有する海岸堤防の整備率

66% 2022年度末 68.8% S

河川海岸整備課
港湾整備課
漁港整備課
農地保全課

27
地域の合意形成に基づく
津波対策施設（河川）の
耐震化

レベル１津波に対し防護が必要な河
川（91河川）のうち、耐震性を有
する河川堤防の整備率

86% 2022年度末 84.6% B
交通基盤部

河川海岸整備課

28
地域の合意形成に基づく
津波対策施設（海岸）の
粘り強い構造への改良

レベル１津波に対し防護が必要な海
岸（290.8㎞）のうち、粘り強い
構造を有する海岸堤防の整備率

47% 2022年度末 49.6% S

河川海岸整備課
港湾整備課
漁港整備課
農地保全課

29
地域の合意形成に基づく
津波対策施設（河川）の
粘り強い構造への改良

レベル１津波に対し防護が必要な河
川（91河川）のうち、粘り強い構
造を有する河川堤防の整備率

32% 2022年度末 30.8% B
交通基盤部

河川海岸整備課

30 津波対策水門等の耐震化
耐震化が必要な津波対策水門（河川
17水門、海岸12水門）の整備率

100% 2022年度末 82.8% B
河川海岸整備課

港湾整備課
漁港整備課

31
港湾・漁港の防波堤の粘
り強い構造への改良等

粘り強い構造への改良が必要な防波
堤（8.3kｍ）の整備率

81% 2022年度末 56.6% B
交通基盤部
港湾整備課
漁港整備課

33
沿岸域の地形等を踏まえ
更なる安全度の向上を図
る「静岡モデル」の推進

静岡モデル整備に向けた沿岸市町
（21市町）における検討会の設置
率

100% 2013年度末 100% S

建設政策課
河川企画課
港湾企画課
道路企画課
森林保全課

34
海岸防災林の整備に必要
な抵抗性クロマツの安定
供給

海岸防災林となる抵抗性クロマツの
苗木（74万本）の供給

100% 2022年度末 74.1% B
経済産業部
森林整備課

163

遠州灘及び志太榛原地域
における、沿岸各地域の
地形等の特性を活かして
レベル１を超える津波に
対する安全度の向上を図
る「静岡モデル」の推進

静岡モデルによる津波対策施設の整
備率（69.2km）

54% 2022年度末 37.9% B

建設政策課
河川企画課
港湾企画課
道路整備課
森林保全課
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参考資料１

(２)　津波から逃げる環境の整備

№ アクション名 目標指標
数値
目標

達成
時期

2019年度末
実績

2019年度末
進捗状況

備考 担当局課

35
市町津波避難計画策定の
促進

市町の津波避難計画の策定（沿岸
21市町）

100% 2016年度末 100% S
危機管理部
危機情報課

36
新たなハザードマップの
整備の促進

想定に即した住民配布用ハザード
マップの整備率（35市町）

100% 2016年度末 100% S
危機管理部
危機情報課

37
災害時における避難行動
の理解の促進

自分の住んでいる地域の危険度を理
解している人の率

100% 2022年度末 50.3% B
危機管理部
危機情報課

38
津波避難訓練の充実・強
化（市町）

市町津波避難訓練の実施率（沿岸
21市町）

100%
2022年度末

（維持）

新型コロナウイルスの感
染拡大防止のため、訓練

中止
（H30：100％）

B
危機管理部
危機対策課

39
津波避難訓練の充実・強
化（自主防災組織）

津波浸水区域内にある自主防災組織
の津波避難訓練の実施率

100% 2022年度末
91.5%

（2018年度数値）
A

危機管理部
危機情報課

40
津波避難訓練の充実・強
化（社会福祉施設）

想定浸水区域内にある社会福祉施設
の災害対応マニュアル見直し及び津
波避難訓練の実施率

それぞれ
100%

2022年度末
（維持）

93.５%
95.３%

B
健康福祉部

健康福祉政策課

41
公立学校の津波避難行動
マニュアルの見直し

県立高校・特別支援学校（12校）
の津波避難行動マニュアルの見直し
率

100% 2017年度末 100% S
教育委員会事務局

健康体育課

42
公立学校（園）の津波防
災に係る研修会の実施

市町立学校（園）に対する津波防災
に係る研修会の開催率（７会場、各
１回）

100% 2018年度末 100% S
教育委員会事務局

健康体育課

43
私立学校の津波避難行動
マニュアルの見直し

私立学校（25校）の津波避難行動
マニュアルの見直し率

100% 2013年度末 100% S
スポーツ・文化観光部

私学振興課

164
津波災害警戒区域の指定
推進

津波災害警戒区域の指定（沿岸21
市町）

100% 2022年度末 28.6% B
交通基盤部
河川企画課

178
津波避難施設等への避難
誘導看板の整備

津波避難施設等への避難誘導看板の
整備率

100% 2022年度末 93.6% B
危機管理部
危機政策課

179
津波避難施設等の夜間視
認性の確保

津波避難施設等の夜間視認性の整備
率

100% 2022年度末 70.9% B
危機管理部
危機政策課

184
南海トラフ地震臨時情報
発表時の住民避難体制の
確保

南海トラフ地震臨時情報発表時にお
ける防災対応の検討を完了した市町

100% 2020年度末 45.7% B
危機管理部
危機政策課
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(３)　津波に備える体制の整備

№ アクション名 目標指標
数値
目標

達成
時期

2019年度末
実績

2019年度末
進捗状況

備考 担当局課

44
津波避難施設空白地域の
解消

津波避難施設の要避難者カバー率 100% 2022年度末 96.9％ B
危機管理部
危機情報課

45
津波避難対策の促進（津
波避難施設の整備）

都市防災総合推進事業及び都市公
園・安心対策緊急総合支援事業で計
画されている津波避難施設（84箇
所）の整備率

100% 2018年度末 100% S
交通基盤部
都市計画課
公園緑地課

46
港湾・漁港の津波避難困
難エリアの解消（津波避
難施設の整備）

港湾・漁港内で津波から安全に避難
することが困難なエリア
（121ha）の解消率

100% 2022年度末 62.8% B
交通基盤部
港湾整備課
漁港整備課

47
公共土木施設等への津波
避難用階段等の設置（水
門）

既存耐震水門（6水門）への避難用
階段の設置率

100% 2015年度末 100% S
交通基盤部

河川海岸整備課

48
公共土木施設等への津波
避難用階段等の設置（海
岸堤防）

既存海岸堤防（22箇所）への避難
用階段及び避難誘導看板の設置率

100% 2013年度末 100% S
交通基盤部

河川海岸整備課

49
公共土木施設等への津波
避難用階段等の設置（急
傾斜地崩壊防止施設）

既存急傾斜地崩壊防止施設（9箇
所）への避難用階段等の整備率

100% 2014年度末 100% S
交通基盤部

砂防課

177
高台･浸水域外等への避
難経路（避難路）の確保

高台･浸水域外等への避難経路（避
難路）の整備率

100% 2022年度末 75.2% B
危機管理部
危機政策課

(４)　避難地・避難路の確保

№ アクション名 目標指標
数値
目標

達成
時期

2019年度末
実績

2019年度末
進捗状況

備考 担当局課

50
避難地の整備の促進
（土地区画整理内の公
園）

地震防災対策特別措置法で規定され
ている土地区画整理事業等区域内の
避難地となる公園（1.94ha）の整
備率

100% 2014年度末 100% S
交通基盤部

景観まちづくり課

51
避難地の整備の促進
（都市公園）

地震防災対策特別措置法等で規定さ
れている避難地となる都市公園
（11.63ha）の整備率

100% 2022年度末 88.3% B
交通基盤部
公園緑地課

52
避難路の整備の促進（街
路区間の道路）

地震防災対策特別措置法で規定され
ている街路区間の避難路（0.4k
ｍ）の整備率

100% 2017年度末 100% S
交通基盤部
街路整備課

53
避難路の整備の促進
（土地区画整理内の道
路）

地震防災対策特別措置法で規定され
ている土地区画整理事業等区域内の
避難路（5.3km）の整備率

100% 2022年度末 83.9% B
交通基盤部

景観まちづくり課

54
避難路の整備の促進
（農道）

避難路となる農道（10.2km）の整
備率

100% 2022年度末 64.7% B
経済産業部
農地整備課

55 老朽住宅密集対策の促進
地震防災対策特別措置法で規定され
ている住宅密集地（9.98ha）の解
消率

100% 2022年度末 92.7% B
交通基盤部

景観まちづくり課

56 道の駅の防災拠点化
県管理道路に隣接する道の駅（11
箇所）における防災設備の整備率

100% 2015年度末 100% S
交通基盤部
道路保全課
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参考資料１

(５)　土砂災害防止施設等の整備

№ アクション名 目標指標
数値
目標

達成
時期

2019年度末
実績

2019年度末
進捗状況

備考 担当局課

57 地すべり防止施設の整備
地すべり防止施設（368箇所）の
整備率

50% 2022年度末 49.5% B
交通基盤部

砂防課

58
土石流危険渓流の砂防設
備の整備

土石流危険渓流（2,031渓流）の
砂防設備の整備率

25% 2022年度末 24.1% B
交通基盤部

砂防課

59
急傾斜地崩壊防止施設の
整備

急傾斜地崩壊防止施設（3,354箇
所）の整備率

40% 2022年度末 35.6% B
交通基盤部

砂防課

60
避難所を保全する土砂災
害防止施設の整備

4次被害想定の山・がけ崩れ崩壊危
険度ランクＡを含む地区または過去
10年間に土砂災害が発生した地区
内の避難所を保全する土砂災害防止
施設の整備率（133箇所）

35% 2022年度末 30.1% B
交通基盤部

砂防課

61
緊急輸送路を保全する土
砂災害防止施設の整備

4次被害想定の山・がけ崩れ崩壊危
険度ランクＡを含む地区または過去
10年間に土砂災害が発生した地区
内の緊急輸送路を保全する土砂災害
防止施設の整備率（537箇所）

50% 2022年度末 42.3% B
交通基盤部

砂防課

62
山地災害防止施設の整備
（治山）

山地災害危険地区における治山事業
により整備した地区数

100% 2021年度末 99.9% B
経済産業部
森林保全課

63
山地災害防止の推進（森
林整備）

山地災害を防止するための森林整備
予定面積（20,000ha）の整備率

100% 2022年度末 62.2% B
経済産業部
森林整備課

(６)　緊急輸送路等の整備

№ アクション名 目標指標
数値
目標

達成
時期

2019年度末
実績

2019年度末
進捗状況

備考 担当局課

32
港湾・漁港の緊急輸送岸
壁等の耐震化

耐震化が必要な緊急輸送岸壁等(35
バース）の整備率

40% 2022年度末 28.6% B
交通基盤部
港湾整備課
漁港整備課

64
緊急輸送路の整備（県管
理道路）

緊急輸送路である県管理道路の整備
延長(13.3km)に対する整備率

80% 2022年度末 57.6% B
交通基盤部
道路企画課
道路整備課

65
緊急輸送路の整備の促進
（街路区間の道路）

緊急輸送路である街路区間の整備延
長(3.7km)に対する整備率

100% 2020年度末 93.4% B
交通基盤部
街路整備課

66
緊急輸送路の要対策箇所
の整備（県管理道路）

緊急輸送路上の要対策箇所（187
箇所）の整備率

85% 2022年度末 73.8% B
交通基盤部
道路保全課

67
緊急交通路の整備（信号
用電源）

国道1号等の主要交差点における信
号用電源付加装置(152基)の整備率

100% 2015年度末 100% S
警察本部

交通規制課

68
緊急輸送路等沿いの落下
物対策の促進

緊急輸送路・避難路沿い建築物等
(3,533棟)の落下物対策の実施率

50% 2022年度末 43.8% B
くらし・環境部
建築安全推進課

69
緊急輸送路等沿いのブ
ロック塀の耐震化の促進

緊急輸送路等沿いの危険なブロック
塀(9,049箇所)の耐震改修実施率

90% 2022年度末 52.4% C
くらし・環境部
建築安全推進課

70
災害時の迂回路となる農
道の改良

迂回路となり得る農道（19路線）
の改良率

100% 2022年度末 57.9% B
経済産業部
農地保全課

71
災害時の迂回路となる林
道の整備

迂回路となり得る林道（80km）の
整備率

90% 2022年度末 51.1% B
経済産業部
森林整備課

185
緊急輸送ルート等沿いの
建築物の耐震診断の促進

緊急輸送ルート等沿いにある道路を
閉塞する恐れのある建築物（460
棟）の耐震診断実施率

100% 2021年度末 3.2% B 注１
くらし・環境部
建築安全推進課
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参考資料１

　３　救出・救助等災害応急活動体制を強化します

(１)　防災拠点等の強化

№ アクション名 目標指標
数値
目標

達成
時期

2019年度末
実績

2019年度末
進捗状況

備考 担当局課

72
総合庁舎の防災体制の強
化

非常用発電機稼働時間72時間の整
備・更新

100% 2018年度末 100% S
経営管理部
資産経営課

73
県有施設の津波安全性の
確保

津波浸水区域内にある県有施設の津
波安全性診断（30施設）及び対策
の実施

100% 2022年度末 53.3% B
経営管理部
資産経営課

各施設管理所管課

74
防災拠点庁舎、警察等の
災害時設備機能確保の促
進

設備地震対策ガイドラインの改訂 100% 2013年度末 100% S
交通基盤部

設備課

75
警察施設の防災機能の強
化

非常用発電機稼働時間72時間の整
備

100% 2022年度末 94.1% B
警察本部
施設課

165
市町業務継続計画（ＢＣ
Ｐ）の策定促進

市町業務継続計画の策定（35市
町）

100% 2018年度末 100% S
危機管理部
危機政策課

166 市町災害対応能力の強化
市町災害対策本部運営訓練の実施率
（35市町）

100%
2022年度末

（維持）
100% B

危機管理部
危機対策課

(２)　情報収集・連絡体制の強化

№ アクション名 目標指標
数値
目標

達成
時期

2019年度末
実績

2019年度末
進捗状況

備考 担当局課

76 県防災行政無線の高度化
デジタル防災通信システム整備工事
の出来高

100% 2015年度末 100% S
危機管理部
危機対策課

77 消防救急無線の高度化
消防本部（２５本部）のデジタル無
線化の割合

100% 2015年度末 100% S
危機管理部
消防保安課

78
災害時における情報収集
連絡体制の強化（方面本
部）

方面本部等における衛星携帯電話の
整備率

100% 2013年度末 100% S
危機管理部
危機対策課

79
災害時における情報収集
連絡体制の強化（土木事
務所）

土木事務所等における衛星携帯電話
の整備率

100% 2013年度末 100% S
交通基盤部
土木防災課

80
孤立地域対策の促進（通
信手段の確保）

集落散在地域の孤立予想集落におけ
る通信手段の整備率

100% 2022年度末 97.6% B
危機管理部
危機対策課
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参考資料１

(３)　消防力の充実・強化

№ アクション名 目標指標
数値
目標

達成
時期

2019年度末
実績

2019年度末
進捗状況

備考 担当局課

81 消防本部の広域化の推進
県内26消防本部を8消防本部に広
域化する割合

100% 2022年度末 50.0% B
危機管理部
消防保安課

82 救急体制の整備の促進 救急救命士（700人）の確保率 100% 2022年度末 100% S
危機管理部
消防保安課

83
消防施設・設備の整備の
促進

耐震性貯水槽（1,663基）の整備
率

100% 2022年度末 95.6% B
危機管理部
消防保安課

84
ヘリコプターを利用した
消防防災体制の強化

常時、県内で2機以上のヘリが配備
されている割合

100% 2022年度末 51.4% B
危機管理部
消防保安課

85 地域の消防力の確保 消防団員の確保率（約22,000人） 100%
2022年度末

（維持）
87.6% B

危機管理部
消防保安課

86
地震火災に備えた消防装
備の整備の促進

消防力の整備指針に基づく消防ポン
プ数の県全体における充足率

100% 2022年度末 93.6% B
危機管理部
消防保安課

(４)　広域支援の受入れ体制の強化

№ アクション名 目標指標
数値
目標

達成
時期

2019年度末
実績

2019年度末
進捗状況

備考 担当局課

87 高次支援機能の強化
富士山静岡空港の大規模な広域防災
拠点としての整備

100% 2018年度末 100% S
危機管理部
危機政策課

88 広域受援体制の強化
第4次地震被害想定を踏まえた広域
受援計画の再構築

100% 2015年度末 100% S
危機管理部
危機政策課

89 航空受援体制の強化
富士山静岡空港での燃料備蓄の強化
（７日分）

100% 2016年度末 100% S
危機管理部
危機政策課

90
孤立地域対策の促進（ヘ
リ誘導訓練）

集落散在地域のヘリ離発着スペース
における、誘導訓練等の実施

100% 2022年度末 49.6% B
危機管理部
危機対策課

167 広域物資拠点の機能強化
広域物資拠点の代替施設の確保（8
施設）

100% 2022年度末 87.5% B
危機管理部
危機対策課
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参考資料１

　４　医療救護体制を強化します

(１)　災害時の医療救護体制の充実・強化

№ アクション名 目標指標
数値
目標

達成
時期

2019年度末
実績

2019年度末
進捗状況

備考 担当局課

91
災害時医療救護体制の整
備（災害薬事コーディ
ネーターの養成）

災害薬事コーディネーターの養成数
(120人)

100% 2013年度末 100% S
健康福祉部

薬事課

92
災害時医療救護体制の整
備（災害医療コーディ
ネーターの養成）

災害医療コーディネーターを委嘱済
みの医療圏（８医療圏）

100% 2013年度末 100% S
健康福祉部
地域医療課

93
災害時医療救護体制の整
備（通信手段の確保）

衛星携帯電話を設置している災害拠
点病院及び応援班設置病院(42病
院）の割合

100% 2013年度末 100% S
健康福祉部
地域医療課

　５　災害時の情報伝達体制を強化します

(１)　迅速・的確な情報伝達

№ アクション名 目標指標
数値
目標

達成
時期

2019年度末
実績

2019年度末
進捗状況

備考 担当局課

94
災害時情報伝達の強化・
促進（J-ALERT)

予知情報や噴火警報等J-アラ-トに
よる情報を緊急速報メ-ルとして自
動送信

100% 2015年度末 100% S
危機管理部
危機政策課

95
災害時情報伝達の強化・
促進（同報無線)

市町の同報無線子局の設置数
（5,884基）

100% 2018年度末 100% S
危機管理部
危機対策課

96
災害時情報伝達の強化・
促進（屋内受信機）

防災ラジオ又は戸別受信機の配布数
（35万台）

100% 2022年度末 100% S
危機管理部
危機政策課

97 災害情報提供体制の強化
避難所開設情報等の電子地図による
リアルタイムでの提供

100% 2014年度末 100% S
危機管理部
危機政策課

　６　複合災害・連続災害対策を強化します

(１)　原子力防災対策の強化

№ アクション名 目標指標
数値
目標

達成
時期

2019年度末
実績

2019年度末
進捗状況

備考 担当局課

98
原子力災害時の現地本部
体制の確立

オフサイトセンター移転整備 100% 2015年度末 100% S
危機管理部

原子力安全対策課

99
原子力災害時の避難体制
の確立（計画）

県避難計画の策定 100% 2015年度末 100% S
危機管理部

原子力安全対策課

100
原子力災害時の避難体制
の確立（訓練）

避難計画に基づく継続的な原子力防
災訓練の実施

100% 2022年度末 100% B
危機管理部

原子力安全対策課

101
原子力災害時の避難体制
の確立（資機材整備）

原子力防災資機材（放射線測定器、
防護服等）の整備

100% 2015年度末 100% S
危機管理部

原子力安全対策課

102
緊急時モニタリング体制
の強化

環境放射線監視センターの整備及び
要員の確保

100% 2016年度末 100% S
危機管理部

原子力安全対策課

103
浜岡原子力発電所の津波
対策等の確認

津波対策工事等の定期的な点検
（毎年１２回）

100%
2022年度末

（維持）
100% B

危機管理部
原子力安全対策課

168
原子力災害時の避難体制
の確立（市町避難計画の
策定支援）

原子力災害対策重点区域（11市
町）の広域避難計画の策定

100% 2022年度末 81.8% B
危機管理部

原子力安全対策課
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参考資料１

(２)　富士山火山防災対策の強化

№ アクション名 目標指標
数値
目標

達成
時期

2019年度末
実績

2019年度末
進捗状況

備考 担当局課

104
富士山の噴火に備えた避
難計画の策定

広域避難県計画の策定 100% 2013年度末 100% S
危機管理部
危機情報課

105
富士山の噴火に備えた防
災訓練の実施

広域避難計画に基づく継続的な避難
訓練の実施

100%
2022年度末

（維持）
100% B

危機管理部
危機情報課
危機対策課

106
富士山火山広域避難計画
の住民等へ周知

避難対象となる市町の住民等へ継続
的に避難計画を周知（対象市町への
説明会開催、パンフレット配付）

100%
2022年度末

（維持）
100% B

危機管理部
危機情報課

107
富士山火山防災対策のた
めの協議

関係機関共同による富士山火山の防
災対策を推進する協議会の開催（毎
年度）

100%
2022年度末

（維持）
100% B

危機管理部
危機情報課

169
富士山の噴火に備えた避
難計画の策定促進（市町
計画）

富士山火山避難計画の策定（7市
町）

100% 2018年度末 100% S
危機管理部
危機情報課

　７　地域の防災力を強化します

(１)　自主防災組織の活性化

№ アクション名 目標指標
数値
目標

達成
時期

2019年度末
実績

2019年度末
進捗状況

備考 担当局課

108
地域における防災人材の
活用

自主防災組織における防災人材の認
知率

100% 2022年度末
42.8％

（2016年度調査）
C

危機管理部
危機情報課

109
静岡県ふじのくに防災士
等の養成・活用

ふじのくに防災に関する知事認証取
得者（毎年2,000人）

100%
2022年度末

（維持）
100% A

危機管理部
危機情報課

110
地域の防災活動を支える
人材の育成

静岡県地域防災力強化人材育成研修
修了者（毎年3,000人）

100%
2022年度末

（維持）
100% A

危機管理部
危機情報課

186
次代を担う防災リーダー
の育成

ふじのくにジュニア防災士養成講座
を実施する中学校等の校数

100%
2022年度末

（維持）
19.0％ B

危機管理部
危機情報課
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(２)　県民等の防災意識の高揚、防災教育の充実

№ アクション名 目標指標
数値
目標

達成
時期

2019年度末
実績

2019年度末
進捗状況

備考 担当局課

111
地震防災に関する基礎的
情報の整備発信

静岡県地震防災センターホームペー
ジの年間アクセス数（400万件以
上/年）

100%
2022年度末

（維持）
100% A

危機管理部
危機情報課

112
静岡県地震防災センター
を活用した県民等への情
報発信

静岡県地震防災センターの延べ来館
者数(50,000人以上/年)

100%
2022年度末

（維持）
57.7%

（2018年度数値)
B

危機管理部
危機情報課

113
災害情報入手時の対応力
の強化

緊急地震速報入手時に的確な行動が
できる者の割合

100% 2022年度末
88.5%

（2017年度調査）
B

危機管理部
危機情報課

114
公立学校の防災体制の強
化・推進

県立及び市町立学校・園の「防災教
育推進のための連絡会議」の実施率

100% 2022年度末 93.1% B
教育委員会事務局

健康体育課

115
防災活動における公立学
校と地域の連携（防災訓
練等）

県立及び市町立学校・園の「防災教
育推進のための連絡会議」の実施率

100% 2022年度末 93.1% B
教育委員会事務局

健康体育課

116 学校の防災教育の充実
学校防災推進協力校の指定（49
校）

100% 2015年度末 100% S
教育委員会事務局

健康体育課

117
男女共同参画の視点から
の防災対策の推進（防災
の分野への女性の参画）

県で養成している女性防災リーダー
の育成人数(毎年20人）

100%
2022年度末

（維持）
100% A

男女共同参画課
危機情報課

118
男女共同参画の視点から
の防災対策の推進（防災
講座）

男女共同参画の視点を入れた防災講
座の全市町での開催

100% 2017年度末 100% S
くらし・環境部
男女共同参画課

(３)　防災訓練の充実・強化

№ アクション名 目標指標
数値
目標

達成
時期

2019年度末
実績

2019年度末
進捗状況

備考 担当局課

119
地域防災訓練の充実・強
化（自主防災組織）

自主防災組織における地域防災訓練
の実施率

100% 2022年度末
88.4%

（2016年度調査）
B

危機管理部
危機情報課

120
地域防災訓練の充実・強
化（中・高校生）

中・高校生の地域防災訓練への参加
率

100% 2022年度末 70.5％ B
危機管理部
危機情報課

(４)　要配慮者の避難体制の整備

121
要配慮者の避難訓練の充
実・促進

要配慮者を対象とした防災訓練の実
施率（全35市町）

100%
2022年度末

（維持）
80.0% B

健康福祉部
健康福祉政策課

122
想定津波浸水域内にある
病院の避難計画の策定

津波浸水のおそれのある病院（10
病院）における津波避難計画の策定
及び訓練の実施率

それぞれ
100%

2014年度末 100% S
健康福祉部
医療政策課

123
県内在住外国人のための
防災研修の実施

県内在住外国人のための防災研修へ
の延べ参加数（600人/年）

100% 2015年度末 100% S
くらし・環境部
多文化共生課

170
避難行動要支援者の避難
支援体制の確保

市町における個別計画の作成（県内
35市町）

100% 2022年度末 88.6% B
健康福祉部

健康福祉政策課

№ アクション名 目標指標
数値
目標

達成
時期

2019年度末
実績

2019年度末
進捗状況

備考 担当局課
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(５)　ライフライン、事業所等の地震・津波対策の強化

124
電線共同溝の整備の促進
（県管理道路）

地震防災対策特別措置法で規定され
ている県管理道路区間の電線共同溝
整備延長（2.9km）に対する整備
率

100% 2022年度末 82.8% B
交通基盤部
道路企画課

125
電線共同溝の整備の促進
（街路区間の道路）

地震防災対策特別措置法で規定され
ている街路区間の電線共同溝整備延
長（4.3km）に対する整備率

100% 2022年度末 93.4% B
交通基盤部
街路整備課

126
電線共同溝の整備の促進
（土地区画整理）

地震防災対策特別措置法で規定され
ている土地区画整理事業等区域内道
路の電線共同溝整備延長
（4.2km）に対する整備率

100% 2022年度末 82.0% B
交通基盤部

景観まちづくり課

127
災害時の港関係者の連携
強化

港湾・漁港のみなと機能継続計画の
策定割合（21港）

100% 2014年度末 100% S
交通基盤部
港湾企画課

128
水道の石綿管布設替え事
業の促進

石綿管(363km)の布設替え率 100% 2022年度末
87.0%

（2018年度実績）
B

くらし・環境部
水利用課

129
事業所の防災対策（地震
防災応急計画の策定）の
促進

地震防災応急計画の策定率 100% 2022年度末 83.0% B
危機管理部
危機情報課

130
土地改良施設管理者等に
対する事業継続計画
（BCP）の策定の促進

重要な土地改良施設に係るBCPの
策定率(受益面積12,887ha)

100% 2016年度末 100% S
経済産業部
農地整備課

187
停電リスク低減のための
予防伐採推進体制の構築

県、市町、電力事業者等で構成する
推進連絡会の設置（４地域）

100% 2020年度末 0% B
危機管理部
危機対策課

№ アクション名 目標指標
数値
目標

達成
時期

2019年度末
実績

2019年度末
進捗状況

備考 担当局課
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Ⅱ　被災後の県民生活を守る

　８　避難生活の支援体制を充実します

(１)　避難所運営体制の整備

131 避難所の天井脱落防止 避難所の天井脱落防止基準適合率 100% 2022年度末 99.4% B
危機管理部
危機情報課

132
応急危険度判定の実施体
制の強化

応急危険度判定士の養成数
(10,000人以上)

100% 2014年度末 100% S
くらし・環境部
建築安全推進課

133
避難所運営支援体制の充
実・強化

地域住民・市町防災担当者、学校と
の連絡会議実施率

100% 2022年度末 93.1% B
教育委員会事務局

健康体育課

134 避難所等の機能充実
避難所（特別支援学校等）等への太
陽光発電及び蓄電池の新規導入数
（60施設）

100% 2015年度末 100% S

経済産業部
エネルギー政策課
教育委員会事務局

財務課

171
被災建築物の応急危険度
判定の実施体制の強化

被災建築物応急危険度判定コーディ
ネーターの養成数（市町行政職員
1,000人以上）

100% 2022年度末 100% S
くらし・環境部
建築安全推進課

172
避難所運営体制の強化・
充実

避難所運営訓練を実施した自主防災
組織数（自主防災組織実態調査によ
る）

100% 2022年度末 42％ B
危機管理部
危機情報課

173
被災動物保護・収容体制
の整備

避難所等への愛玩動物の同行避難が
可能な市町数（35市町）

100% 2022年度末 82.9% B
健康福祉部

衛生課

(２)　被災者の健康支援体制の整備

135
災害時の健康支援の促進
（マニュアルの整備）

災害時健康支援マニュアルの策定率
（35市町）

100% 2022年度末 88.6% B
健康福祉部
健康増進課

136
災害時の健康支援の促進
（コーディネーターの養
成）

災害時健康支援コーディネーターの
養成（50人）

100% 2015年度末 100% S
健康福祉部
健康増進課

137
被災者のメンタルヘルス
ケアの促進

地域防災計画に心のケア対策を記載
した数（全35市町）

100% 2015年度末 100% S
健康福祉部
障害福祉課

(３)　要配慮者の支援体制の整備

138
災害時における子どもへ
の支援の充実

「災害・事故時のメンタルヘルスケ
アマニュアル」の見直し

100% 2015年度末 100% S
健康福祉部

こども家庭課

139
介護施設の防災体制の充
実

今後作成予定の「地震防災応急計画
参考例」の施設等へ周知

100% 2015年度末 100% S
健康福祉部
福祉指導課

140
高齢者福祉施設の防災体
制の充実

「高齢者福祉施設における災害対応
マニュアル」の見直し

100% 2013年度末 100% S
健康福祉部
長寿政策課

№ アクション名 目標指標
数値
目標

達成
時期

2019年度末
実績

2019年度末
進捗状況

備考 担当局課

№ アクション名 目標指標
数値
目標

達成
時期

2019年度末
実績

2019年度末
進捗状況

備考 担当局課

№ アクション名 目標指標
数値
目標

達成
時期

2019年度末
実績

2019年度末
進捗状況

備考 担当局課
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141 福祉避難所設置の促進
「福祉避難所運営マニュアル」の策
定（全35市町）

100% 2022年度末 68.6% B
健康福祉部

健康福祉政策課

142
多言語化・やさしい日本
語による表示

海抜表示等緊急時防災情報の多言語
化・やさしい日本語化実施市町数
（21市町）

100% 2013年度末 100% S
くらし・環境部
多文化共生課

174 福祉避難所の指定拡大
福祉避難所への想定避難者数がすべ
て受入れ可能な市町数（35市町）

100% 2022年度末 31.4% B
健康福祉部

健康福祉政策課

175
外国人県民対象の防災出
前講座の開催

開催回数（毎年３回） 100%
2021年度末

（維持）
100% B

くらし・環境部
多文化共生課

176
災害時の観光客に対する
安全確保の促進

観光客の災害対策計画等の策定 100% 2022年度末 51.4% B
スポーツ・文化観光部

観光政策課

(４)　地域やボランティアとの連携強化

143
ボランティアコーディ
ネーターの確保

活動可能なボランティアコーディ
ネーターの確保（毎年320人）

100%
2022年度末

（維持）
97.1％ B

危機管理部
危機情報課

144
災害ボランティアの連携
強化

県内外の災害ボランティアによる図
上訓練の実施

100% 2022年度末 100% S
危機管理部
危機情報課

145
外国語ボランティアによ
る防災支援体制の充実・
強化

外国語の通訳ができるボランティア
の登録数（1,150人）

100% 2015年度末 100% S
くらし・環境部
多文化共生課

　９　緊急物資等を確保します

(１)　緊急物資の備蓄促進

146
県民の緊急物資備蓄の促
進（食料）

国のプッシュ型支援等の公的支援を
考慮した７日以上の必要な食料の確
保率

100% 2022年度末
76.0％

（2019年度調査）
B

危機管理部
危機情報課

147
県民の緊急物資備蓄の促
進（水）

国のプッシュ型支援等の公的支援を
考慮した７日以上の必要な飲料水の
確保率

100% 2022年度末
60.2％

（2019年度調査）
B

危機管理部
危機情報課

148
事業所の緊急物資備蓄の
促進

飲料水・食料を備蓄している事業所
の割合

100% 2022年度末
49.7％

（2014年度調査）
B

危機管理部
危機情報課

149
市町の緊急物資備蓄の促
進（非常食を持ち出せな
かった避難者の食料）

市町の緊急物資（食料）の備蓄量
(約583万食)

100% 2017年度末 100% S
危機管理部
危機政策課

150
市町の緊急物資備蓄の促
進（被災者の生活水確
保）

市町立小中学校の浄水型水泳プール
（１基）の整備率

100% 2014年度末 100% S
教育委員会事務局

教育施設課

151
県立学校災害用備蓄用品
の整備

学校にとどまる児童・生徒のための
食料・飲料水の備蓄（10,500人
分）

100%
2022年度末

（維持）
100% B

教育委員会事務局
健康体育課

152
私立学校災害用備蓄用品
の整備促進

学校にとどまる児童・生徒分を含
め、食料・飲料水の備蓄を行ってい
る私立小・中・高等学校の割合

100%
2022年度末

（維持）
100% B

スポーツ・文化観光部
私学振興課

№ アクション名 目標指標
数値
目標

達成
時期

2019年度末
実績

2019年度末
進捗状況

備考 担当局課

№ アクション名 目標指標
数値
目標

達成
時期

2019年度末
実績

2019年度末
進捗状況

備考 担当局課

№ アクション名 目標指標
数値
目標

達成
時期

2019年度末
実績

2019年度末
進捗状況

備考 担当局課
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Ⅲ　迅速、かつ着実に復旧、復興を成し遂げる

　10　災害廃棄物などの処理体制を確保します

(１)　災害廃棄物などの処理体制の確保

153
災害廃棄物の処理体制の
見直し（市町計画の見直
し）

「市町災害廃棄物処理計画」の見直
し（全35市町）

100% 2016年度末 100% S
くらし・環境部

廃棄物リサイクル課

　11　被災者・被災事業者の迅速な再建を目指し着実な復旧、復興を進めます

(１)　被災者の迅速な生活再建の支援

154
被災者の住宅の確保（応
急建設住宅等）

応急建設住宅等の確保（46,520
戸）

100% 2015年度末 100% S
くらし・環境部
住まいづくり課

155
被災者の住宅の確保（応
急借上げ住宅）

応急借上げ住宅確保のための協力不
動産事業者数（300社）

100% 2022年度末 53.0% A
くらし・環境部
住まいづくり課

156
事業所等の事業継続の促
進

事業所（50人以上）及び事業所
（49人以下）の事業継続計画BCP
の策定率

65%

35%
2021年度末

55.4%

28.9%
B

経済産業部
商工振興課

157
工場等の防災・減災対策
の促進

防災・減災対策に係る助成制度・金
融支援制度の創設・実施

100%
2018年度末

（維持）
100% S

経済産業部
企業立地推進課

商工金融課

182
住家被害認定調査実施体
制の推進

住家被害認定調査研修に参加した市
町数の率

100%
2022年度末

（維持）
100% B

危機管理部
危機政策課

183
被災者生活再建支援体制
の確保

被災者生活再建支援システムを導入
した市町数の率

100% 2022年度末 5.7% C
危機管理部
危機政策課

(２)　地域の迅速な復旧、復興の推進

158
震災復興のための都市計
画行動計画策定の促進

都市計画区域を有する市町（全32
市町）における震災復興都市計画行
動計画の策定率

100% 2019年度末 100% S
交通基盤部
都市計画課

159
被災地域の迅速な復旧対
策を図る地籍調査の推進

津波浸水域内の街区官民境界調査実
施率（38k㎡）

100% 2022年度末 50.2% B
経済産業部
農地計画課

160
被災地域の迅速な復旧対
策の推進（文化財保護）

文化財収蔵施設の状況把握の進捗率
（35施設）

100% 2015年度末 100% S
スポーツ・文化観光部

文化財課

(３)　遺体への適切な対応

161 遺体の適切な対応の促進
遺体措置計画の策定・見直し率（全
35市町）

100% 2022年度末 77.1% B
危機管理部
危機政策課

162
市町広域火葬共同運用体
制による訓練の促進

広域火葬共同運用体制による防災訓
練への参加市町数（全35市町）

100%
2022年度末

（維持）
100% B

健康福祉部
衛生課
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